
1 

 

（別紙） 

日本放送協会定款変更  新旧対照表  

※下線部は、変更しようとする部分。  

変更案 現行 

（業務） 

第４条 本協会は、前条の目的を達成するため、

次の業務を行う。 

一 次に掲げる放送による国内基幹放送（特定

地上基幹放送局又は第５２条第２項に規定す

る基幹放送局提供子会社の中継地上基幹放送

局（放送法第９１条第２項第３号に規定する

放送系において他の放送局から放送をされる

放送番組を受信し、その内容に変更を加えな

いで同時にその再放送をする地上基幹放送の

業務に主として用いられる基幹放送局をい

う。以下同じ。）を用いて行われるものに限

る。）を行うこと。 

ア 中波放送 

イ 超短波放送 

ウ テレビジョン放送 

二～五 （略） 

２～１２ （略） 

 

（出資等） 

第５条 本協会は、第５２条第１項に規定する子

会社（本協会がその総株主の議決権の過半数を

有する株式会社その他の本協会がその経営を支

配している法人として、放送法第２０条の２に

基づく総務省令で定めるものをいう。以下同

じ。）又は第５３条第１項に規定する子会社に対

して出資する場合のほか、前条第１項又は第２

項の業務を遂行するために必要がある場合に

は、総務大臣の認可を受けて、収支予算、事業

計画及び資金計画で定めるところにより、放送

法第２２条各号に掲げる者に出資する。 

２・３ （略） 

 

（中期経営計画） 

第６条 （略） 

２ 中期経営計画には、次に掲げる事項を記載す

る。 

一 中期経営計画の期間（前項の期間の範囲内

で経営委員会が定める期間をいう。第８４条

第３項及び第５項第２号において同じ。） 

二～七 （略） 

 

（経営委員会の権限等） 

第１５条 経営委員会は、次に掲げる職務を行

う。 

一 次に掲げる事項の議決 

ア～オ （略） 

（業務） 

第４条 （同左） 

 

一 次に掲げる放送による国内基幹放送（特定

地上基幹放送局を用いて行われるものに限

る。）を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

ア （同左） 

イ （同左） 

ウ （同左） 

二～五 （同左） 

２～１２ （同左） 

 

（出資等） 

第５条 本協会は、第５２条第１項に規定する子

会社（本協会がその総株主の議決権の過半数を

有する株式会社その他の本協会がその経営を支

配している法人として、放送法第２１条に基づ

く総務省令で定めるものをいう。以下同じ。）に

対して出資する場合のほか、前条第１項又は第

２項の業務を遂行するために必要がある場合に

は、総務大臣の認可を受けて、収支予算、事業

計画及び資金計画で定めるところにより、放送

法第２２条各号に掲げる者に出資する。 

 

２・３ （同左） 

 

（中期経営計画） 

第６条 （同左） 

２ （同左） 

 

一 中期経営計画の期間（前項の期間の範囲内

で経営委員会が定める期間をいう。第８３条

第３項及び第５項第２号において同じ。） 

二～七 （同左） 

 

（経営委員会の権限等） 

第１５条 （同左） 

 

一 （同左）  

ア～オ （同左） 
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カ 第６１条第１項に規定する業務報告書及

び第７７条第１項に規定する財務諸表 

キ （略） 

ク 国内基幹放送（電波法の規定により本協

会以外の者が受けた免許に係る基幹放送局

を用いて行われるものに限る。）並びに国

際放送（外国の放送局を用いて行われるも

のに限る。以下このクにおいて同じ。）及

び協会国際衛星放送の開始、休止及び廃止

（国際放送及び協会国際衛星放送の開始、

休止及び廃止にあっては、経営委員会が軽

微と認めたものを除く。） 

 

ケ・コ （略） 

サ 第５９条の受信契約の条項及び受信料の

免除の基準 

シ～セ （略） 

ソ 第５３条第２項及び第５８条第１項に規

定する基準 

タ 第５４条に規定する基準及び方法 

チ～ヌ （略） 

ネ 第５条第１項、同条第２項又は第５２条

第１項の総務大臣の認可を受けて行う出資 

ノ～フ （略） 

二 （略） 

２～４ （略） 

 

（経営委員会の運営） 

第２１条 （略） 

２～６ （略） 

７ 会長は、３箇月に１回以上、自己の職務の執

行の状況並びに第６４条の苦情その他の意見及

びその処理の結果の概要を経営委員会に報告し

なければならない。 

８・９ （略） 

 

（理事会） 

第４６条 （略） 

２ 理事会は、次の事項を審議する。ただし、定

例に属する事項及び会長が軽微と認めた事項に

ついては、この限りでない。 

一 （略） 

二 第７０条第２項の規定により経営委員会の

同意を得る事項（第７１条第２項において準

用する場合を含む。） 

三・四 （略） 

 

（国内基幹放送の業務の方法） 

第５２条 本協会は、第４条第１項第１号の業務

を効率的に遂行するため必要があるときは、総

務大臣の認可を受けて、収支予算、事業計画及

び資金計画で定めるところにより、次に掲げる

業務を行うことを主たる目的とする会社に出資

する。この場合において、本協会は、当該出資

カ 第６０条第１項に規定する業務報告書及

び第７６条第１項に規定する財務諸表 

キ （同左） 

ク テレビジョン放送による国内基幹放送

（電波法の規定により本協会以外の者が受

けた免許に係る基幹放送局を用いて行われ

る衛星基幹放送に限る。）並びに国際放送

（外国の放送局を用いて行われるものに限

る。以下このクにおいて同じ。）及び協会

国際衛星放送の開始、休止及び廃止（国際

放送及び協会国際衛星放送の開始、休止及

び廃止にあっては、経営委員会が軽微と認

めたものを除く。） 

ケ・コ （同左） 

サ 第５８条の受信契約の条項及び受信料の

免除の基準 

シ～セ （同左） 

ソ 第５２条第２項及び第５７条第１項に規

定する基準 

タ 第５３条に規定する基準及び方法 

チ～ヌ （同左） 

ネ 第５条第１項又は第２項の総務大臣の認

可を受けて行う出資 

ノ～フ （同左） 

二 （同左） 

２～４ （同左） 

 

（経営委員会の運営） 

第２１条 （同左） 

２～６ （同左） 

７ 会長は、３箇月に１回以上、自己の職務の執

行の状況並びに第６３条の苦情その他の意見及

びその処理の結果の概要を経営委員会に報告し

なければならない。 

８・９ （同左） 

 

（理事会） 

第４６条 （同左） 

２ （同左） 

 

 

一 （同左） 

二 第６９条第２項の規定により経営委員会の

同意を得る事項（第７０条第２項において準

用する場合を含む。） 

三・四 （同左） 

 

 

（新設） 
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をしている間、当該出資をした者を子会社とし

て保有する。 

一 指定地上基幹放送地域（放送法第２０条の

２第１項第１号の地域をいう。以下同じ。）

において、基幹放送局設備（中継地上基幹放

送局に係るものに限る。以下同じ。）の保有

及び管理をすること。 

二 指定地上基幹放送地域において、本協会そ

の他の基幹放送事業者との契約に基づき、前

号の基幹放送局設備を当該基幹放送事業者の

地上基幹放送の業務の用に供すること。 

２ 本協会は、指定地上基幹放送地域において地

上基幹放送の業務を行うに当たって必要がある

ときは、第１項の規定に基づき出資した子会社

（以下「基幹放送局提供子会社」という。）との

契約に基づき、基幹放送局提供子会社の提供す

る基幹放送局設備を用いる。 

３ 本協会は、必要があるときは、放送法第８５

条第１項の総務大臣の認可を受けて、収支予

算、事業計画及び資金計画で定めるところによ

り、基幹放送局提供子会社に対し、指定地上基

幹放送地域における地上基幹放送の業務に用い

られる中継地上基幹放送局及びこれに附属する

放送設備を譲渡する。 

 

第５３条 （略） 

 

第５４条 （略） 

２ 本協会は、前項に規定する基準及び方法を定

め、又はこれを変更しようとするときは、第７

１条に規定する国際放送番組審議会に諮問す

る。 

３・４ （略） 

 

第５５条～第５７条 （略） 

 

（業務の委託） 

第５８条 本協会は、第５３条第２項の場合のほ

か、第４条第１項の業務についてその一部を他

に委託する場合は、本協会が定める基準に従っ

てこれを行う。 

２・３ （略） 

 

第５９条 （略） 

 

第６０条 前条第１項の受信料の額は、国会が本

協会の収支予算を承認することによって定めた

額とする。ただし、第７６条第１項に規定する

場合においては、前事業年度終了の日における

受信料の額とする。 

 

第６１条～第６６条 （略） 

 

（諮問事項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５２条 （同左） 

 

第５３条 （同左） 

２ 本協会は、前項に規定する基準及び方法を定

め、又はこれを変更しようとするときは、第７

０条に規定する国際放送番組審議会に諮問す

る。 

３・４ （同左） 

 

第５４条～第５６条 （同左） 

 

（業務の委託） 

第５７条 本協会は、第５２条第２項の場合のほ

か、第４条第１項の業務についてその一部を他

に委託する場合は、本協会が定める基準に従っ

てこれを行う。 

２・３ （同左） 

 

第５８条 （同左） 

 

第５９条 前条第１項の受信料の額は、国会が本

協会の収支予算を承認することによって定めた

額とする。ただし、第７５条第１項に規定する

場合においては、前事業年度終了の日における

受信料の額とする。 

 

第６０条～第６５条 （同左） 

 

（諮問事項） 
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第６７条 （略） 

２ 本協会が第６５条第２項に規定する地域向け

の放送番組の編集及び放送に関する計画を定

め、又はこれを変更しようとするときは、会長

は、地方審議会に諮問しなければならない。 

３ （略） 

４ 前項の規定により会長が諮問する事項は、中

央審議会に対しては全国向けの放送番組に係る

もの、地方審議会に対しては第６５条第２項に

規定する地域向けの放送番組に係るものとす

る。 

 

第６８条 （略） 

 

（答申等に対する措置） 

第６９条 会長は、中央審議会又は地方審議会が

第６６条の規定により答申し、又は意見を述べ

た事項があるときは、これを尊重して必要な措

置を講じなければならない。 

２ （略） 

 

（組織及び委員の委嘱） 

第７０条 （略） 

２ （略） 

３ 地方審議会の委員は、学識経験を有する者で

あって、当該地方審議会に係る第６５条第２項

に規定する地域に住所を有するもののうちか

ら、会長が委嘱する。 

 

（国際審議会） 

第７１条 （略） 

２ 第６６条第１項及び第３項、第６７条第１項

及び第３項、第６８条（第４号を除く。）、第６

９条（第２項第３号を除く。）並びに前条第１項

及び第２項の規定は、国際審議会について準用

する。この場合において、第６６条第３項及び

第６７条第３項中「国内基幹放送」とあるのは

「国際放送等」と、第６７条第１項中「国内番

組基準、国内基幹放送の放送番組の編集に関す

る基本計画及び国内基幹放送（特別な事業計画

によるものを除く。）の放送番組の種別の基準」

とあるのは「国際番組基準及び国際放送等の放

送番組の編集に関する基本計画」と、前条第１

項中「中央審議会は委員１５人以上、地方審議

会は委員７人以上」とあるのは「国際審議会

は、委員１０人以上」とそれぞれ読み替える。 

 

第７２条～第８０条 （略） 

 

（会計監査人の任期） 

第８１条 会計監査人の任期は、その選任の日以

後最初に終了する事業年度の財務諸表について

の第７７条第１項の規定による総務大臣への提

出の時までとする。 

第６６条 （同左） 

２ 本協会が第６４条第２項に規定する地域向け

の放送番組の編集及び放送に関する計画を定

め、又はこれを変更しようとするときは、会長

は、地方審議会に諮問しなければならない。 

３ （同左） 

４ 前項の規定により会長が諮問する事項は、中

央審議会に対しては全国向けの放送番組に係る

もの、地方審議会に対しては第６４条第２項に

規定する地域向けの放送番組に係るものとす

る。 

 

第６７条 （同左） 

 

（答申等に対する措置） 

第６８条 会長は、中央審議会又は地方審議会が

第６５条の規定により答申し、又は意見を述べ

た事項があるときは、これを尊重して必要な措

置を講じなければならない。 

２ （同左） 

 

（組織及び委員の委嘱） 

第６９条 （同左） 

２ （同左） 

３ 地方審議会の委員は、学識経験を有する者で

あって、当該地方審議会に係る第６４条第２項

に規定する地域に住所を有するもののうちか

ら、会長が委嘱する。 

 

（国際審議会） 

第７０条 （同左） 

２ 第６５条第１項及び第３項、第６６条第１項

及び第３項、第６７条（第４号を除く。）、第６

８条（第２項第３号を除く。）並びに前条第１項

及び第２項の規定は、国際審議会について準用

する。この場合において、第６５条第３項及び

第６６条第３項中「国内基幹放送」とあるのは

「国際放送等」と、第６６条第１項中「国内番

組基準、国内基幹放送の放送番組の編集に関す

る基本計画及び国内基幹放送（特別な事業計画

によるものを除く。）の放送番組の種別の基準」

とあるのは「国際番組基準及び国際放送等の放

送番組の編集に関する基本計画」と、前条第１

項中「中央審議会は委員１５人以上、地方審議

会は委員７人以上」とあるのは「国際審議会

は、委員１０人以上」とそれぞれ読み替える。 

 

第７１条～第７９条 （同左） 

 

（会計監査人の任期） 

第８０条 会計監査人の任期は、その選任の日以

後最初に終了する事業年度の財務諸表について

の第７６条第１項の規定による総務大臣への提

出の時までとする。 
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第８２条・第８３条 （略） 

 

（還元目的積立金） 

第８４条 （略） 

２・３ （略） 

４ 前項ただし書に規定する場合において、同項

に規定する収支予算を作成しないときにおける

第７５条第１項の規定の適用については、同条

第１項中「中期経営計画」とあるのは、「中期経

営計画及び第８４条第３項ただし書に規定する

理由を記載した書類」とする。 

５ （略） 

 

第８５条～第８７条 （略） 

 

 附 則 

 

この定款は、放送法及び電波法の一部を改正す

る法律（令和５年法律第４０号）附則第１条に掲

げる規定の施行の日から施行する。 

 

 

 

（削除） 

 

 

第８１条・第８２条 （同左） 

 

（還元目的積立金） 

第８３条 （同左） 

２・３ （同左） 

４ 前項ただし書に規定する場合において、同項

に規定する収支予算を作成しないときにおける

第７４条第１項の規定の適用については、同条

第１項中「中期経営計画」とあるのは、「中期経

営計画及び第８３条第３項ただし書に規定する

理由を記載した書類」とする。 

５ （同左） 

 

第８４条～第８６条 （同左） 

 

 附 則 

（施行期日） 

第１条 この定款は、電波法及び放送法の一部を

改正する法律（令和４年法律第６３号）（以下

「改正法」という。）附則第１条第２号に掲げる

規定の施行の日から施行する。 

 

（受信契約の条項の認可に関する経過措置） 

第２条 この定款の第５８条第３項各号に掲げる

事項のうち、同項第４号イに係る部分の受信契

約の条項については、改正法の施行後最初に同

項に定める変更の認可を受けるものとして、改

正法の施行の日から起算して６か月以内に、総

務大臣の認可を受ける。 

 

 


